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〜 組み⼊れ銘柄の最新動向 〜

2019年3⽉18⽇、次世代⾦融テクノロジー株式ファンド(愛称 ブロックチェーン・⾦融
⾰命)(以下、当ファンド)の組み⼊れ銘柄である⾦融サービス⼤⼿の「フィデリティ・ナショ
ナル・インフォメーション・サービシズ」(組み⼊れ９位)が買収総額約430億ドル(約4.8
兆円)で決済サービス⼤⼿の「ワールドペイ」(組み⼊れ１位)を買収すると発表しました。
(組み⼊れ順位は2019年２⽉28⽇時点)

キャッシュレス電⼦商取引の進展により、決済関連マーケットは2017年の1.9兆ドルから
2022年には2.9兆ドルに増加すると予想されています。
参⼊企業が規模の拡⼤を⽬指して激しい競争を繰り広げる中、統合後の新会社は決
済サービスで世界最⼤級となると⾒込まれており、今後は更なる優位性を享受できる可
能性があります。

今後も当ファンドでは⾼い成⻑が期待される世界の次世代⾦融テクノロジー関連企業に
注⽬して銘柄選定を⾏っていきます。

2019年3⽉20⽇作成

〜

【　株価の推移】

・出所: Bloombergより作成
･期間: 2017年12⽉29⽇ 2019年3⽉19⽇
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次世代⾦融テクノロジー
株式ファンドの設定⽇
2019年1⽉30⽇

2019年1⽉30⽇⽐
＋25.4％の上昇

2019年1⽉30⽇⽐
＋1.0％の上昇
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ワールドペイ (⽶国)

電⼦決済サービス
店舗内、オンライン、固定電話、スマート
フォンなどを通じたクレジットカードおよびデ
ビットカード決済を提供。146カ国、126
通貨で300以上の⽀払い⽅法を通じて
年間400億件以上の取引を処理。
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買収が発表されたワールドペイは当ファンドの銘柄別設定来寄与度1位で、2019年3⽉
19⽇までの基準価額の+1,080円の上昇のうち+133円分の上昇に寄与しています。

フィデリティ・ナショナル・
インフォメーション・サービシズ (⽶国)
業務処理アウトソーシング・
ソフトウエア・IT⽀援
⾦融機関向け銀⾏業務処理、⼝座
管理、⾃動⾞ローン審査、リスク管理、
ITシステム構築向けソフトウエアなどを
提供。

銘柄概要
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【 基準価額の変動要因分析 】

(※) 市場動向、運⽤状況、今後の⾒通しについては、⽉初第8営業⽇を⽬処に発⾏される⽉報をご覧ください。

為替変動・・・株式の取引通貨の対円レートの変動によるものです。

株価変動・・・株式の価格変動等によるものです。

信託報酬・・・年率1.7604％(税込)を⽇割りでご負担頂いています。

その他・・・上記に含まれない残差等です。
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~

【　基準価額の変動要因分析：次世代⾦融テクノロジー株式ファンド　】

・出所:    Bloombergより作成

※当資料の変動要因分析値は簡便法に基づく概算値であり、実際の基準価額の変動要因を正確に説明するものではありません。あくまで傾向を知るための参
考値としてご覧ください。また、計算式や分類等は過去に遡って予告なく変更される場合があります。
※表⽰桁未満の四捨五⼊等の関係で各寄与度の数値の合計が変動幅の数値と合わないことがあります。
※過去のデータに基づいて作成したものであり、将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

・期間: 2019年1⽉30⽇ 2019年3⽉19⽇
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当資料は損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された販売⽤資料であり、法令に基づく開⽰書類ではあ
りません。投資信託は⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保
証はありません。信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契
約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象
ではありません。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありま
せん。当資料に記載された意⾒等は予告なしに変更する場合があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運⽤⽅針が変更される場
合があります。投資信託の設定・運⽤は委託会社が⾏います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時
にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま⾃⾝でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の提供は、販売
会社において⾏います。
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■販売会社（順不同、○は加⼊協会を表す） 2019年3⽉20⽇ 現在

販売会社名 区分 登録番号 ⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問

業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物取引

業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商
品取引業協会

備考

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○
岡三オンライン証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第52号 ○ ○ ○
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○
⽊村証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第6号 ○
株式会社新⽣銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第10号 ○ ○

＜備考欄の表⽰について＞
※１　記載の⽇付より新規お取扱いを開始します。
※２　記載の⽇付以降の新規お取扱いを⾏いません。
※３　新規のお取扱いを⾏っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

次世代⾦融テクノロジー株式ファンド(愛称：ブロックチェーン・⾦融⾰命)

＜ご留意事項＞
・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。
・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを⾏っている場合があります。


